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Work Engagementを含めた職業性ストレスモデノレの検討

小畑周介*・森下高治**

百leDevelopment of Occupational Stress Model including Work Engagement 

Shusuke OBATA * and Takaharu MORISHITA ** 

ln this stlldy， we researched the relationship between Work Engagement and Job Stress Factor for workers.百1e

purpose of this study was to analyze How Work Engagement is positioned on Job Stress Model. Work Engagement 

is positive， fulfi.lling， work-related state of mind that is characterized by vigor， dedication， and absorption (Schaufe 

li， 2002). We made a set of qllestionnaires abollt Job Stress， Stress reaction， lndividllal factor， Bu汗erfactor， Work 
Engagement， and Purpose of working. Participants were 710 employees (male 404， female 306) from 5 variety or-

ganizations. Results of hierarchical mllltiple regression analyses showed Work Engagement is positive reaction as 

reslllt of Stress factor. It was not clarifi.ed that Work Engagement is decreased Stress Reaction. However， This study 

revealed that Work Engagement is related to particular factors as age， Job control， Social support， Purpose of work-

lI1gτhese results will be contributed to make a strategy to improving worker' s well-being 

key words: work engagement， occupational stress， pllrpose of working 

問 題

さまざまな職業性ストレス研究および理論を統合

し，包括的な職業性ストレスモテ、ルどして，米国国

立職業安全保健研究所 (NIOSH;National lnstitute for 

Occupational Safety and Health)の NIOSH職業性スト

レスモデjレ(Hurrell& Mclancey， 1988)がある。この

モデlレによるど， iji能主湯ス卜レツサー(jobstressor) 

が， 急性ストレス反応 (acutestress reactions)に影響

を与え，急性ストレス反応の持続が，疾病 (illness)

を導くという過程が想定されている。さらに個人要

因 (individualfactors)，仕事外の要因 (nonwork fac-

tors)，社会的支援 (socialsupport)などをストレス要

因に影響を与える緩衝要因 (bufferfactors)として多

ililll的に取り入れられている。

さらに， NIOSHは，11逮康職場J(Healthy Work Organi 

zation)という概念を提唱しており (Sauter，Lim， & 

ネ帝塚山大学大学院心理科学研究科

同市'塚山大学

Murphゎ1996)，労働者の健康に悪影響を及ぼす要因

の検討だけでなく， 労働者の健康や満足感を上昇さ

せるための要因を検討することの重要性を指摘して

し、る。

これまで労働者の健康と組織の業績は相反すると

一般的に考えられていたが，適度な仕事の負荷で効

率よく健康的に仕事をすることができれば， 労働者

の健康 (health)や満足感 (satisfact問 1)ど職場の生産

性 (performance)や業績を両立させることは可能で、

あり，むしろ両者には相互作用があり互いに強化で

きるものと考えている(原谷， 2006)。

職場で働く人々のメンタノレヘルスにおいてポジ

ティブな要因を評価する概念として， Work Engage-

mentカfある。WorkEngagement は， Schaufeli et al. (2002) 

により， I仕事とのかかわりにおいて，活力 (vigor)・

献身 (dedication)・没頭 (absorption)に特徴づけられ

るポジティブで充実 している心の状態」ど定義づけ
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ーー〉 く¥VOl'kEngagementを従属変数とした場合〉
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Figure 1 Work Engagementを含めた職業性ストレスモデjレ

られている。 また，Work Engagementの尺度は，

Utrecht Work Engagement Scale (Schallfeli， 2003)どし

て 17項目で作成されている。WorkEngagementに

ついては，仕事に誇りややりがいを感じ，熱心に取

り組み，仕事から活力を得て，活き活きしている状

態であり，特定の目標 ・出来事 ・個人 ・行動に向け

られた一時的なものではなく，仕事全般に向けられ

た持続的な感情ー認知の状態のことと説明されて

いる(小杉 ・鈴木 ・島津， 2006)。 また， Work En 

gagementは，精神的健康だけでなく，個人や組織

のパフォ ーマンスを促進することが示されており，

職場のメンタjレヘルスを経営戦略の一部として推進

する|擦の鍵概念になると考えられる(島津， 2007)。

さらに， Work Engagementの高得点、者の就業特徴を

Schallfeli et al.は共分散構造分析 によって検討 し，

「仕事資源の利用の可能性」→IWork Engagementj→ 

「積極的業務遂行態度 ・行動」の関係を指摘してお

り，I業務遂行に必要な資源を自らが有している」

ど自覚することにより， Work Engagementを高め，高

まった WorkEngagementによって，積極的な就業態

度が生起することになるど考えられている。このこ

とそ心理学的ス トレスモデlレから検討するど，職場

環境がもたらすス トレス要因が与える負担の程度や

種類を認知的に評定する段階で，ス トレス反応を低

減させること により，良好な適応状態を保つことが

できることが想定される。

本研究は， NIOSHの職業性ストレスモデルを参

考に Figllre1のようなモデ、/レをチ旦定し，ストレス要

因どス トレス反応，緩衝要因などの関係性のなか

で， Work Engagementがどのような位置づけを示す

のかを分析し 検討するものである。

以下に本研究の目的をまとめる。

1. Work Engagementがどのような要因によって説

明されるものであるのかを検討する。職業性ス

トレスに関連する要因のなかで，Work Engage-

mentに影響を与える要因を明らかにする。

2 ストレス反応を従属変数とする階層的重回帰分

析を行うことにより ，Work Engagementがス ト

レス反応の低減にどの程度関与しているのかを

明らかにする。

これらにより ，職業性ストレスモデlレにおける

Work Engagementの位置づけを確認しつつ， Work 

Engagementを向上させるためにどのようなアプ

ローチが可能であるかという職場のメンタノレヘルス

問題への取り組みの方向性を考えていく 。 さらに，

Work Engagementにストレス反応を低減させる働き

があることが確認されれば，積極的に WorkEngage 

mentの向上を目指す意義がさらに大きくなるもの

と考える。

方 法

調査対象および時期

本調査は，近畿圏内にある業種の異なる 5企業の

従業員 950名を対象に質問紙調査を実施し，825名

から回答が得られた。調査対象どした企業の業種

は，金融業 (43名)，自動車販売 ・整備業 (207:g，)， 
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菓子卸売業 (195名)，印刷業 (80名)，介護福祉業

(185名)である。そのうち有効回答として取り扱っ

た710名分(男性 404名，女性 306名)を分析対

象とし，有効回答率は74.7%となった。調査対象者

の平均年齢は 38.8歳 (SD=11.52)で， 男女別では，

男性(平均年齢 37.9，SD=11.59)，:tztt (平均年齢
39.9， SD= 11.33) となった。また， 平均勤続年数は

10.0年 (SD=9.35)で，男女別では男性(勤続年数

12.9，SD=10.3)，久ー性(勤続年数 6.1，SD=5.98) と

なった (Table1)。

調査時期は，2008 年 8 月か ら 9 月の J~:I 間で各企

業に対して調査票を配布し，記入後はプライバシ一

保誕のために調査票ごとに厳封されるかたちで

2008年 10月までに順次回収した。

質問項目

l フェイスシート

性別，年齢，所属部署，役l脱却j続年金丸配偶者

の有!!lt子どもの有無について回答を求めた。役職

については，部門長以上， 管理職以上， 一般社員の

3区分とし，菓子卸売業の企業のみパート ・アノレパ

イ卜の区分を追加した。

2 職業性ス トレス

職業性ストレス簡易調査票 (中央労働災害防止協

会，下光 ・原谷， 1998)から，仕事の負担度，対人

関係ストレス，仕事のコン トローノレ度や活用度，迎

合性からなる 1I版業性ストレス要因j (17項目)， 

イライラ感，疲労感， 抑うつ感，身体愁訴からなる

「身体的および精神的なストレス反応j (29項目)， 

上司や同僚， 家族からのサポー トからなる 「緩衝要

因j (11 項目)を質問項目として採用した。

回答は，Ili¥li楽性ス トレス要因については 11そう

だ~4. ちがう j ， ス トレス反応は最近 1 カ 月の状態

については 1 1. ほとんどなかった ~4. ほとんどいつ

もあった j ， 緩衝要因については 11. 非常に~4 全

くなし、」どそれぞれ程度を 4件法によ る評定を求め

た 。 そして ， 職業性ストレス要因は 1 7 項 I~I ，身体

的および精神的なス トレス反応は 29項目，緩衝盟

国は 11項目，それぞれの回答結果を合計し点数化

した。

職業性ス トレス要因の下位分類どして， 1仕事の

負担度」に関する質問項目は，1非常にたくさんの

仕事をしなければならないj，1時間内に仕事を処辺!

五ble1 調査対象者の属性別人数(単位 iG，) 

全体 iliJJ続年数(平均年数 10.0年) 配偶者の有無

710 (100%) 3 {I三未満 165 (23.2%) あり 443 (62.4%) 

3~6 年 128 (18.0%) なし 267 (37.6%) 

性月'1 6~9 生|二 99 (13.9%) 

9J性 404 (56.9%) 9~ 1 2 i'l司 91 (12.8%) 子供の有無

女性 306 (43.1%) 1 2~ 1 5 {:I三 48 (6.8%) あり 423 (59.6%) 

1 5~20 ij三 77 (10.8%) なし 287 (40.4%) 

年齢(平均年齢 38.8歳) 20~25 {:Iー 33 (4.6%) 

20歳未満 8 (1.1 %) 25~30 "1三 31 (4.4%) 

20~25 歳 62 (8.7%) 30年以上 38 (5.4%) 

25~30 歳 123 (17.3%) 同居家族数(平均人数:3.6 ~， ) 

30~35 歳 91 (12.8%) l名 55 (77%) 

35~40 歳 104 (14.6%) 役l倣 2名 108 (15.2%) 

40~45l設 83 (11.7%) 自11門長以t 20 (2.8%) 3名 172 (24.2%) 

45~50 歳 94 (13.2%) 官邸)lrf~以 t 101 ( 14.2%) 4名 215 (30.3%) 

50~55 歳 73 (10.3%) 一般:(j員 468 (65.9%) 5名 92 (13.0%) 

55級以上 72 (10.1%) ノfート ・アjレノfイト 121 (17.0%) 6名以上 68 (9.6%) 
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しきれないj，1一生懸命働かな ければならないj，

「かなり注意を集中する仕事があるj，1高度の知識

や技術が必要なむずかしい仕事だj，1勤務時間中は

いつも仕事のことを考えていなければならない」の

6項目， 1対人関係ストレス」に関する質問項目は，

「私の部署で意見の食い違いがあるj，1私の音[1箸ど

他の部署はうまが合わないj，1私の職場の雰囲気は

友好的である」の 3項目，1仕事のコントロール度」

に関する質問項目は， 1自分のペースで、仕事がで、き

るj，1自分で仕事の順番ややり方を決めることがで

きるj，il磁場の仕事の方針に自分の意見そ反映でき

る」の3項目， 1仕事の適合性」に関する質問項目

として， 1仕事の内容は自分に合っている」の l項

目，それぞれの回答結果を合計 し点数化した。

3. Work Engagement 

ユ卜レヒ卜 ・ワーク ・エンゲイジメン卜尺度日本

語版 (UWES-J)の短縮版(島津他， 2007) を使用し

た。UWES-]は九つの質問項目からなり， 1自分の

仕事に，意義や価値を大いに感じる」等の 「熱意」

に関する 3項目，1職場では元気が出て精力的にな

るように感じる」等の「活力」に関する 3項目，

「仕事をしているとつい夢中になってしまう」等の

「没頭」に関する 3項目から構成される。回答は

16:いつも感じる(毎日)， 5: とてもよく感じる (1

週間に数回)， 4: よく感じる (1週間に l回)， 3: 

時々感じる (1カ月に数回)， 2 めったに感じない

(1カ月に I回以下)， 1・ほどんど感じない (1年に

数回以下)， 0:全くない」の 7件法を採用 した。7

頃目の点数を合計した得点(最高は 54点)を Work

Engagement 得点どした。

4 働く目的

iffi} I[他が行ったライフ・スタイJレ調査 (1999)の

仁~I から働く 目的に関する調査結果を参考にし ， 1働

く目的」に関する質問項目として， 1収入を得て充

実した生活を送りたいためj，1企業や社会のために

役にたちたいからj，1仕事を通して， 自分の能力向

上や可能性を確かめるためj，1働くこどにより，生

活に張り合いが得られるためj，1特別な目的はな

く，働くことは当然のっとめだから」の6項目を設

定した。 回答は I [ーとても 当てはまる ~4 全く 当 て

はまらないJの4件法で評定を求めた。

分析手法

I版業性ストレスからストレス反応に至る というこ

れまでのl臨業性ストレスモデ)レをベースにしてお

り， Work Engagell1entおよびストレス反応への影響

度を検証するこどに焦点を当てていることから，本

研究においては階層的重回帰分析を採用した。

結果

Work Engagementを従属変数とする階層的重回帰

分析

Work Engageme川を従属変数とする階層的重回帰

分析を行い，決定係数 (R')の変化を検討した。説

明変数どして，年齢ど性別を第 lステップ，職業性

ストレス要因(仕事の負担度，コントロール度，対

人関係，仕事の適合度)を第 2ステップ，緩衝要因

(職場サポート)および個人的要因 (役職，配偶者

の有無，子どもの有無，働く目的)を第 3ステップ

にそれぞれ設定した。ここで設定した項目は，

Work Engagementどの関係性のなかで比較的高い

相関がみられた項目を選定している。

結果は， Table 2のように，第 Iステップにおけ

るWorkEngagementに対する決定係数は 095で，

第2ステップにおける決定係数は 373，第3ステッ

プにおける決定係数は.530どなった。

個々の要因別でみた場合，第 lステップの年齢が

高い影響力をもっていることが示され， また，第2

ステップにおいては，仕事の適合性の影響力が顕著

なものとなっている。第3ステップの要因のなかで

は，職場のサポートの他，仰jく目的に関する項目が

比較的高い値を示している。

これらの結果により生得的要因や職業ストレス要

|玉[，個人要因のそれぞれがWorkEngagell1entに対す

る影響力をもっており，なかでも職業性ストレス要

因が，Work Engagell1entに対して最も強く関与して

いることが示される結果となった。

ただし，個々の要因別では，年齢がステァ プ毎に

影響力が高くなっており，年齢と他の要因の関連が

強いことが推測される。職業性ストレス要因のなか

では，他の要因よりも仕事の適合性が大きく作用し

ており，自らが感じている仕事の適性度が重要であ

るこどが示された。緩衝要因のなかでは，自分の能

力の向ヒのため，生活の張り合いのためといった働

く目的に関する項目が高い値を示しており，仕事へ

の目的意識の高さがWorkEngagementに関連してい

ることが示された。
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Table 2 WorkEngagementを従属変数とする階層的重回帰分析

モデjレl モデノレ2 モデノレ3

P P P 
第 lステッ プ

性月IJ 063撫 .054* 041 

年i給 297** .281 ** 355** 

第 2ステップ

仕事の負担度 124** ll6** 

職場の対人関係 120** 073* 

仕事のコントローlレ度 141** 122ぉ*

仕事の迎合性 391 ** 365*予

第 3ステッ プ

職場のサポート 154ネ北

役l織 028持

配偶者の有無 -.040 

子どもの有無 031* 

企業と社会のため 084*" 

人とのふれ合いのため 027沖

自分の能力の向上・可能性のため 154*キ

生活の張り合いのため .192*ヰ

R' 095 .373 .530 

!::.R' 278** 157 キ*

F 襟準回帰係数，*p<.05，料 p<.OI

Table 3 ストレス反応を従l奇変数とする階層的重回帰分析

モデル l モデjレ2 モデル3 モデノレ4

F P F F 

第 lステッ プ

性別 -.166** .072* -.012 Oll 

年齢 171 ** -.113** ll2え* 063* 

第 2ステッ プ

仕事の負担度 255** 247** 263*永

職場の対人関係 299** 266** 255** 

仕事のコントローノレ度 -.069* 055ド 040* 

仕事の適合性 242** 209キネ -.164** 

第 3ステッ プ

職場のサポート -.060* 046埼

役職 149や* .140** 

配偶者の有無 088* .084* 

子どもの有無 一.105* .095* 

企業ど社会のため .101キネ -.078* 

人とのふれ合いのため .010 -.004 

自分の能力の向ヒ・可能性のため 044脊 069* 

生活の張り合いのため 124*ネ 089* 

第4ステップ

Work Engagement 172*キ

R' 062 .375 .430 444 

!::.R' 313*キ 055** 014 キキ

s:標準回帰係数，ヤ<.05，**p<.OI 
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ストレス反応を従属変数とする階層的重回帰分析

ストレス反応(身体的ス トレス反応，精神的スト

レス反応)を従属変数に設定し，先に設定した第 l

ステップから第 3ステップまでの説明変数に Work

Engagementを第4ステップどして追加 し，階層的

重回帰分析を行い，決定係数 (R')の変化を検討し

た (Table3)。

第 lステップにおけるストレス反応に対する決定

係数は 062で，第2ステップにおける決定係数

は.375，第 3ステッフ。における決定係数は.430，第

4ステップにおける決定係数は.444どなった。 ま

た，変化率でみた場合，第2ステップで最も大きな

変化率 313を示した。

これらの結果により，ストレス反応は，生得的要

因や職業性ス トレス要因，個人的要因， Work En 

gagement等の各要因によって説明されるものと言

える。しかし，変化率をみた場合， 他のステップど

比較で第 2ステップが 313ど顕著な値どなってお

り，特に1[，民業性ストレス要因による決定係数が高い

ことが示された。一方で，本研究のテーマである

Work Engagementがストレス反応に対してどの程度

の影響力をもっているのかという部分において，関

与しているこどは認められるものの第4ステップの

変化率は .014となり，穴きな影響力は認められな

ヵ、った。

考察

Work Engagementどストレス反応のそれぞれを従

属変数どした階層的重回帰分析をケ行った結果を，先

に紹介した NIOSH職業性ストレスモテ)レを参考に

し， Work Engagementを含めたストレスモデノレとし

て Figure2のようにまとめた。

まず，Work Engagementは職業性ストレスモデlレ

のなかで他の要因と密接にかかわっていることがl確

認され，職業性ストレス問題を検討していくうえ

で， 重要な要素であることが明らかになった。

Work Engagementに影響を与えている要因とし

て，生得的要因では性別よりも年齢が大きく関与し

ていることが示されたが，年齢の変化に連動して，

他の要因についてもさまざまな変化が生じているこ

とが推測される。

職業性ストレス要因では，仕事の負担度，職場の

対人関係，仕事のコン トロール度が WorkEngage-

mentに関与し，特に，仕事の適合性が一つの鍵ど

なっていると言える。仕事の適合性の問題は，先に

挙げた知識や技術の向ヒだけによるものではなく，

職業選択もしくは組織内での人員配置の問題でもあ

ると考えられ，働く人々にとっての重要な課題の一

つである。

個人的要因では，働く目的が重要な役剖をもっこ

どが示され，仕事を自身の能力向上の機会どとらえ

たり，生活に張り合いをもたらすものと感じたりす

く¥，VOl'kEngagementを従属変数> .095 
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Figure 2 Work Engagementを含むストレスモテ、ノレの霊回帰分析のおj:lifl
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るこどは WorkEngagementを高める要因どなりうる

と考えられる。

緩衝要因では，職場のサポートの有無が Work

Engagementを左右する要因であることが示 され，

上司および同僚から援助を受けることや相談するこ

とが可能であるかという職場におけるサポート環境

が重要であるといえる。

以上のように，職業性ストレス以外にもさまざま

な要因がWorkEngagementに対する影響力をもって

いることが示唆され，職業性ストレスそのものの低

減を図る以外にも，個人的要因および緩衝要因の改

善によって WorkEngagementを高める可能性がある

ことが考えられる。

個人がキャリアを積み重ねるなかで，適職感や職

業意識が高まり，働く目的がより明1格化されること

で，職業性ストレスを低減させるものとして機能す

る可能性があり， Work Engagementの向上も期待で

きる。

Work Engagementの向上のためには，個人だけで

はなく，企業による職場環境作りも求められるであ

ろう。例えば，企業全体の理念や事業計画の共有化

を図りつつ，経営への参画機会を与えるなど，積極

的な働く目的をもちやすい環境作りを行うことや，

職場のサポート力が高められるよう部下や仲間の話

をきちんと聞く傾聴の姿勢をもつような職場環境を

醸成することがWorkEngagementの向仁に効果的で

あると考えられる。

次に，ストレス反応に対する緩衝要因 としての

Work Engagementについては，第 3ステッ プまでの

職業性ストレスど個人要因および緩衝要因によって

説明される結果が示されたものの， Work Engage-

ment自体のストレス反応に対する直接的なかかわ

りを見いだすには至らなかった。

本研究において， Work Engagementが職業性スト

レスモデノレのなかでどのような要因ど関連性をもつ

のかを明らかにで3たことに閲しては， 今後のメン

タlレヘルス対策を検討する材料となりうるものと考

える。

今後の課題として，各要因聞の交互作用の分析を子

行うことで， より詳細なモデノレの検討が進められる

ものど思われる。
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